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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第56期

第１四半期
累計期間

第57期
第１四半期
累計期間

第56期

会計期間
自　平成25年１月１日
至　平成25年３月31日

自　平成26年１月１日
至　平成26年３月31日

自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日

売上高 （千円） 3,960,122 4,733,771 16,547,000

経常利益 （千円） 125,891 218,718 449,275

四半期（当期）純利益 （千円） 63,914 127,329 244,421

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － －

資本金 （千円） 885,134 885,134 885,134

発行済株式総数 （株） 8,701,656 8,701,656 8,701,656

純資産額 （千円） 4,800,915 5,057,580 4,974,370

総資産額 （千円） 11,075,136 10,993,137 11,386,214

１株当たり四半期(当期）純利益

金額
（円） 7.80 15.54 29.83

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 5.00

自己資本比率 （％） 43.3 46.0 43.7

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益は、損益等からみて重要性が乏しいと判断して記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げ前の駆け込み需要により、個人消費は堅調に推

移し、円安状態への転換を契機に企業収益が急回復したことで、民間の設備投資に盛り返しが見られました。

しかし、中国経済の減速やウクライナ情勢の緊迫化による欧州経済への波及など、海外経済の下振れが国内景気

にマイナスの影響を及ぼす可能性があり、日本国内においても４月以降は消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の

反動から、一時的に景気の後退が予想されます。

建設業界におきましては、マンションや戸建住宅を中心に好調な建築需要が続いておりますが、建設労働者の不

足が顕在化し、盛り返した需要に供給が追いつかず、工期の遅れが目立ち始めております。労務費が高止まりして

いる状態も続いており、建設資材の値上りも相まって、受注面では順調なもののコスト面では依然として厳しい状

況が続いております。

当社におきましては、建築需要の高まりに対応すべく、ジャスト・イン・タイム・デリバリーサービスを徹底

し、地域のお客様に愛されるよう、全力を挙げて取り組んでおります。

この結果、当第１四半期累計期間の売上高は、47億33百万円（前年同四半期比19.5％増）、営業利益２億２百万

円（前年同四半期比80.2％増）、経常利益２億18百万円（前年同四半期比73.7％増）、四半期純利益１億27百万円

（前年同四半期比99.2％増）となりました。

(2) 財政状態の分析

（資産）

当第１四半期会計期間末における資産合計は109億93百万円となり、前事業年度末に比べて３億93百万円減少い

たしました。これは主に、現金及び預金が３億25百万円、受取手形及び売掛金が１億41百万円減少し、商品が74百

万円、流動資産のその他が８百万円増加したことによるものであります。

（負債）

当第１四半期会計期間末における負債合計は59億35百万円となり、前事業年度末に比べて４億76百万円減少いた

しました。これは主に、支払手形及び買掛金が４億48百万円、未払法人税等が35百万円、長期借入金が27百万円減

少し、短期借入金が50百万円増加したことによるものであります。

（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産合計は50億57百万円となり、前事業年度末に比べて83百万円増加いたし

ました。これは主に、配当金の支払及び四半期純利益計上の結果として利益剰余金が86百万円増加したことによる

ものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　類 発行可能株式総数(株)

普通株式 23,400,000

計 23,400,000

 

②【発行済株式】

種 類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内　容

普通株式 8,701,656 8,701,656

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式であり、単
元株式数は1,000株で
あります。

計 8,701,656 8,701,656 ― ―

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高

(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額

(千円)

資本準備金
残高

(千円)

平成26年１月１日～

平成26年３月31日
― 8,701,656 ― 885,134 ― 1,316,079

 

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7)【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　508,000
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　8,099,000 8,099 ―

単元未満株式 普通株式  　94,656 ― ―

発行済株式総数 　　　　　8,701,656 ― ―

総株主の議決権 ― 8,099 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）

含まれております。

②【自己株式等】

平成26年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）      

初穂商事株式会社
名古屋市中区錦
二丁目14番21号

508,000 ― 508,000 5.83

計 ― 508,000 ― 508,000 5.83

（注）自己株式の第１四半期会計期間末日現在の実質所有数は508,630株であります。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成26年１月１日から平成26

年３月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年１月１日から平成26年３月31日まで）に係る四半期財務諸表

について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団

の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　　0.30 ％

売上高基準　　　　　0.45 ％

利益基準　　　　　△0.02 ％

利益剰余金基準　　△0.82 ％

※　会社間項目の消去前の数値により算出しております。
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１【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,014,173 1,688,412

受取手形及び売掛金 ※１ 5,664,555 5,522,646

有価証券 8,453 7,608

商品 872,907 947,764

貯蔵品 4,569 4,350

その他 77,701 85,939

貸倒引当金 △16,257 △15,849

流動資産合計 8,626,103 8,240,871

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 277,489 272,828

土地 1,505,958 1,505,958

その他（純額） 101,633 95,907

有形固定資産合計 1,885,081 1,874,694

無形固定資産 12,446 12,144

投資その他の資産   

その他 934,308 935,191

貸倒引当金 △71,726 △69,764

投資その他の資産合計 862,582 865,426

固定資産合計 2,760,111 2,752,266

資産合計 11,386,214 10,993,137

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※１ 5,332,651 4,884,284

短期借入金 270,000 320,000

1年内返済予定の長期借入金 109,980 109,980

未払法人税等 126,397 91,115

賞与引当金 53,818 73,100

その他 224,106 197,490

流動負債合計 6,116,954 5,675,971

固定負債   

長期借入金 96,150 68,655

役員退職慰労引当金 79,543 82,150

資産除去債務 23,218 23,315

その他 95,977 85,465

固定負債合計 294,889 259,586

負債合計 6,411,844 5,935,557
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 885,134 885,134

資本剰余金 1,316,163 1,316,174

利益剰余金 2,876,150 2,962,516

自己株式 △120,362 △120,325

株主資本合計 4,957,086 5,043,500

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 17,283 14,079

評価・換算差額等合計 17,283 14,079

純資産合計 4,974,370 5,057,580

負債純資産合計 11,386,214 10,993,137
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

売上高 3,960,122 4,733,771

売上原価 3,280,091 3,931,540

売上総利益 680,030 802,231

販売費及び一般管理費 567,710 599,777

営業利益 112,320 202,453

営業外収益   

受取利息 1,490 1,406

受取配当金 108 473

受取賃貸料 2,879 2,334

仕入割引 12,452 14,955

その他 1,738 1,848

営業外収益合計 18,669 21,017

営業外費用   

支払利息 949 994

賃貸費用 324 603

売上割引 3,824 3,154

営業外費用合計 5,098 4,752

経常利益 125,891 218,718

特別利益   

固定資産売却益 99 －

特別利益合計 99 －

税引前四半期純利益 125,991 218,718

法人税、住民税及び事業税 62,473 88,873

法人税等調整額 △396 2,515

法人税等合計 62,077 91,388

四半期純利益 63,914 127,329
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【注記事項】

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（四半期貸借対照表関係）

※１．前事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の前事業年度末日満期手形が前事業年度末日残

高に含まれております。

 
前事業年度

（平成25年12月31日）
当第１四半期会計期間
（平成26年３月31日）

受取手形 247,486千円 －千円

支払手形 643,727 －

 

（四半期損益計算書関係）

該当事項はありません。

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日）

当第１四半期累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日）

減価償却費 12,693千円 10,458千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額

（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月27日
定時株主総会

普通株式 32,782 4.00 平成24年12月31日 平成25年３月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額

（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月28日
定時株主総会

普通株式 40,964 5.00 平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間（自平成25年１月１日　至平成25年３月31日）及び当第１四半期累計期間（自平成26年

１月１日　至平成26年３月31日）

当社は、建設資材販売の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（持分法損益等）

前第１四半期累計期間(自平成25年１月１日 至平成25年３月31日)及び当第１四半期累計期間(自平成26年１月

１日 至平成26年３月31日)

関連会社は損益等からみて重要性が乏しいと判断し、持分法を適用した場合の投資損益の金額を算出しておりま

せん。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  
前第１四半期累計期間

（自　平成25年１月１日
至　平成25年３月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成26年１月１日
至　平成26年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額  7円80銭 15円54銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額 （千円） 63,914 127,329

普通株主に帰属しない金額 （千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額 （千円） 63,914 127,329

普通株式の期中平均株式数 （千株） 8,195 8,192

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成26年５月７日

初穂商事株式会社   

　取締役会　御中   

 

 有限責任監査法人　トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  松 井 　 夏 樹 　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  神 野   敦 生 　　印

 

 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている初穂商事株式会

社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第57期事業年度の第１四半期会計期間（平成26年１月１日から平成26

年３月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年１月１日から平成26年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、初穂商事株式会社の平成26年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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